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北海道大学衛生工学シンポジウム
1993.11北海道大学学街交流会錦

スーパーヒートポンア・エネルギー集積システム伝おける経活性の検討

中村卓司〈清水建設(械〉

1.はじめに

通商産業省・工業技術院によるムーンライト計

額の一環であるスーパーヒートポンプーエネルギ

ー集積システム〈以下、SHPシステム〉は、初期
の目標を達成し、，93年7月をもって開発を終了
した。 SHPシステムでは、高効率ヒートポンプ、
および、ケミカル蓄熱システムの要素技術開発

と、その結合システムの研先が行われた。

システムの応用技術の研究としては、 SHPトー
タノレ・システム化研究があるが、本報はそのうち

の大型事務所ピルの空調、地域冷暖房・給湯シス

テムを対象とした3万同級プラントの概念設計

を行うために開発された経済性検討用シミュレ

ータとその実行例の報告である。

既報1)では、システムを自由に設定可能な汎

用シミュレータの報告を行った。本報のシミュ

レータは、これまでの概念設計、および、，90年
度からの1.，OOOkW級パイロッ lトヅラントでの実証

実験結果を踏まえ、より現実に近いシステムを

評備しようとするものである。本報では、その

概要を述べるとともに、建物用途別にモデル地

区を想定し、シミュレーショ}ンを行った結果に

ついて報告を行う。

計算例としては熱出力 3万間級の地域冷暖房

とし、負荷としては①業務施設を中心とするも

の、②業務・住宅の複合施設、③住宅施設を中心

とするものの 3種類を想定した。また、機器コ
スト・負荷原単位についても検討を加え、現時点

で想定している性能・機器コスド負荷原単位ヂ

ータを使用した。

2.対象システムの概要
( 1 )対象施設

図-1にシステムの系統図例を示す。対象施

設は、業務a商業・宿泊?怯屯ω出仕胤棋にのゐか、
負荷系統は冷房・暖房ー給湯の3系統とした。冷

房用の熱源機としては、冷温兼用SHP-，Lの専用機l

(以下、専用機〉とSHPωLとケミカル蓄熱(クラ
スレート蓄熱、以下CS)を寵列もしくは並列に
結合したSHP-CS結合機〈以下、ー結合機)の2積
類を併用する。暖房はSHp":Lと顕熱蓄熱槽で賄う。
この蓄熱槽は温水専用であり、冷房用には使用

しない。給湯は顕熱蓄熱!槽に蓄えた温水を熱源

として、混熱専用のSHP~Hにより昇視し、給湯用

蓄熱槽に蓄え使用するoSHP-Lの熱源は~河川水
としだ己また、結合機はCS蓄熱持のSHP出熱量と
CS蓄熱量のバランスをとり、 S日P-L2，500kW 1台
にCS500kW5基(計2，500kW)を配電した。
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図~1 システム系統図

システムは、 SHPとCSの結合法と負荷側供給冷
水温度の違いにより 4種類設定した。各々の結

合法、温度レベルを表… 1に示す。

表~1 システムの結合法と温度レベル

システム 結合 CS出力 SHP出力 負荷側混度
I 直列 9.50C 5.00C 70C/120C 
E 箆列 9.50C 5.00C rC/140C 
E 並列 7.00C 7.00C 90C/160C 
IV 並列 9.50C 9.50C 120C/190C 

(2)負荷パターンおよび施設競模

住宅、業務、商業、宿泊施設の面積比率を地

域の特性に合わせ変えー A.業務施設主体、日
複合型施設、 C.住宅施設主体の3施設を用意し
た。各負荷ノ守ターンは冷熱出力のピークを3万

凶に合わせてある。各負荷パターンの施設別面

積を表-'2に示す。

表-2 建物用途別床面積 [m2J 

(3 )熱負梼算出法と熱負荷原単位

負荷は、各施設の熱負荷原単位に空調宿穫を

乗じτ算出する一。
負荷[kcal/hl=熱負荷原単位[kcal/Cm2oh)J

×空調床面積[m勺

1 シミュレータ概要

本シミュレータは、採熱源.SHp...:L.街環ポン
プなどの使用機器とその結合構成はシステム構

造上固定とならており、設計者が入力可能な事

項は各機器の容量(台数〉のみである。計算で

は、+時間ごとに負荷1または蓄熱の要求に、応じ

て各機器が運~転され、その結果三各機器の1時
間ごとの電力消費量がファイルに記録される。

SHP-Lの温度レベルはシステムにより異なってい



るため、それぞれの撮度レベルでのCOP算出式が
必要となる。本シミュレータは、パイロットプ

ラントの成果より熟練水温度の関数としてシス

テムごとのCOP算出式を内蔵している。また、負
荷系統は各負荷種類ごとに l系統にまとめ、冷

房・駿房負荷の 1特開催の形で月代表日ごとの年

間データを負荷ファイノレに格納している。負荷

ファイル内には、熱源水温度データとして年間

の河川水温も記録しである。

( 1 )運転法の基本設定

①共通設定案件

a.一日を夜間電力料金が適用可能な夜間 (22:
00"-'翌8:00)と盛間 (8:00"-'22:00)に分け
て考える。

b.夏季の穏力平準化のため、昼間負荷は可能な
限り蓄熱によって賄う。

c.蓄熱は冷房、暖房とも夜間にのみ行い、昼間
の追い蓄熱は行わない。

d.SHPωL、循環ポンプとも制御方法は(台数制御
十部分負荷制御〉とし、最後の l台のみが部

分負荷運転を行う。また、部分負荷運転特の

効率低下はないとする。

e.採熱源は河川水のみとする。
f.冷房用に使用されない結合機はCSを切り離し
暖房舟専用機として転用可能である。

②J令廃運転
夜間の負荷は、専用機で賄う。また、昼間の

負荷は、基本的にcsが利用可能な結合機で賄う
ものとする。しかし、夜間負荷周の専用機の存

在を考慮、しl、昼間の負荷が専用機の定格運転可

能な負祷パターンであれば4専用機が定格運転
可能な台数だけ運転し、残りの負荷を結合機で

賄うものとする。

csの蓄熱量は、昼関に放熱するのに了度必要
な量だけ夜間に蓄熱し、蓄熱分が残ることも不

足することもない。

結合機の放熱は、 SHP-LとCSが問時運転するも
のとし、csの蓄熱量が無くなった時点でSHPの運
転も停止するとした。また、結合機でS司Pを停止

し、csのみで放熱することは行わないとした。
③躍廃運転

夜間負荷は専用機で結う。昼間の負荷は夜間

電力の使用を考慮すると、可能な限り蓄熱分で

賄うのが望ましいo しかし、実際にはプラント

面積により蓄熱槽容積に制限があり、また経済

性の面から昼間負荷全てを賄う蓄熱槽を設ける

のは得策ではないロそこで、本シミュレータで

は適切と思われる蓄熱槽容積を予め定め、放熱

時はその蓄熱分を優先して使用し、不足分を専

用機が暖房単独運転し賄うとした。

④熱回状運転

熱田収運転は夜間に結合機のみで行う。冷房

時は、夜間負荷が少ないため、夜間の冷房用

用機可動率はきわめて低くほとんど熱回収が望

めない。また、冬期駿房用専用機からの冷熱闘

収は可能であるが、暖房用にSHPが運転されるの
は蓄熱を行う夜間が大部分であり、冷水蓄熱槽

の無い本システムでは、夜間の閤奴冷熱を昼利

用できないためである。

プログラム上では結合機でCSに蓄熱を行うと
き、駿房負荷もしくは温水蓄熱要求が存在すれ

ば熱回収運転を、山無けれは通常のCS蓄熱運転を
干丁つ。

( 2)各要素機器のモヂル化
①SHP 
S司Pの熱出力は、圧縮機動力を固定し、これに

COPを乗じ算出するoただし、部分負荷運転時は
熱出力と圧縮機動力の変化をリニアとした。

COP算出式はSHP2次樹(冷房では蒸発器、駿房
では凝縮器)冷媒入出力温度ごとに、メーカー

による実験式を用いた。また、本システムでは

熱線側熱交換器での熱損失を考癒し、 SHP1次側
徳環水温を(河川水温度+20C)としている。

表-3 SHP2500kW級諸元

'冷房定格運転i暖房定格運転
2，625kW 

3， OOOkW 
500kW 
6 

冷熱出力
混熱出力
圧縮機動力
COP 

375主w
7 

②CS (クラスレート蓄熱)
}時間当たりの蓄熱量は定格500k官であり、蓄熱
の総量は500kWで'10時間 C500kWxl0時間=5.00
OkWh =; 18GJ)である。単位時間当たりの放熱量
は定格500kWの最大150%まで出力可能である。
総放熱可能量は、蓄熱量に蓄熱効率を乗じた熱

量である。また、 CS500kW1基にはクラスレ…ト
撹持機として6.3k習の撹枠ポンプが付属している。
csとSHPの放熱比率は国定し、部分負荷運転時も
変わらないとした。

( 3 )消費エネルギーおよび経常費の計算概要

①電力量の計算と料金計算

受寵は産業舟20kVとし、産業用蓄熱調整契約
料金を適用じた。基本料金は1.600丹/閥、電力
従量料金は夏季11.17円/kWh、その他の季節10.
15円〆kWhである。また、蓄熱鵜整契約料金は、
4.36丹/矧hである。
契約電力の算出は、プラントの冷房運転を主

に考え、冷房用電力消費量が最大となる 8月を
基準に一自の電力使用量カーブを求めその最大

健を契約電力とした。計算は月代表日で行なっ

ているため、各月の運転日数を乗じて、電力量

を算出する。
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②機器コスト

機器コストは決定されたものではないが、以

下の価梼としている。

• SHP-L本体 2.500k官級 14.500万円
・クラストト蓄熱槽 2.500kW 42.775万円
(CS) (500kW x 5) 

• 7
0

7ント内設備 280百万円/SHP1台
〈合、配管・電気・熱交換器・ポンプ)

・顕熱蓄熱槽 4万円/が
・熱回収設備 240百万円/7

0

7ント
.地域配管設備 2.000百万円/7

0

7ント
③経常費計算法

年間経常費は認定費と運転費の合計である。

翻定費は、減価償却費、税金、金利、保険料

を含み次式で一括して計算した。

固定費コロ設備費x0.1174 
設備費はS府、 CS、プラント内設備、顕熱蓄熱
橋、熱回収設備、地域配管設備を合計したもの

である。

運転費は、年間電力料金であるエネルギー費、

要員の人件費、プラント保守のための外注費、

スペースコストの合計である。本報告では、以

下の費用を用いた。

-スペースコスト:単価 39.700円/(m2 •年)
・保守人件費 :単価 456万円/(人・年)
・保守人員 : 12人/年
-外注費 :設備費の2%
4.シミュレーション
( 1 )要素機器構成

機器台数の設計は機器容量の過剰な設計を防

ぐため、夏・冬ピーク自による設計ではなく、冷

房側は8丹負荷で設計し、暖涛に足りない分を
後から追加する形で行った。設計)1国序は、まず

8月冷房負荷より結合機・l専用機のSHP台数を決
め、次にSHPの同時可動率を考え、 SHPの入出熱
量よりポンプを設計した。暖房用の顕熱蓄熱槽

の饗量は、昼間の暖房負荷を全て賄える容量分

存在するのが望ましいが、建物条件から可能と

思われる最大量を設定した。

①SHPおよびCS
SHPの台数の決定は、 lつの負荷ノ守ターンに対
し連転ノfターン4植類の台数をそれぞれ決めた

後、熱単価の評価で・各運転パタl一ン間で謹が大

きくならないように、機器台数が最大となる構

成を4システム全てに用いた。負荷パターンご
とのSHP、CS台数を表-4に示す。岱の蓄熱効率
は、 0.94を用いた。
②顕熱蓄熱槽(温水用)

蓄熱槽の容量については、プラント〈床顕積

: 2. 520mに 2F)の地下基礎梁空間を利用した
連通管方式の蓄熱槽を設置することを考慮、し、

表-4 各システムのSHP、cs台数
負荷パタ…ン i結合機i専用機 E

A.業務施設主体
8.複合型施設 I 6台
C.住宅施設主体I3台

その容積を2;520m2 x O. 8 x 4. Om(水深)勾8.000
dと考えた。蓄熱効率は0.9と想定した。
③深夜電力

深夜電力は、冷熱蓄熱、濁水蓄熱とも考慮し、

負荷側への搬送動力を除いた他の全ての動力に

適用した。

(2 )計算結果および考察

年間のシミュレーション結果例を以下に示す。

評価指標とその定義は最後にまとめて示す。

図-2は"B.援合型施設・システム町"(表-
l参考)の月加熱源COPである。このシステムの
ポイントは、冷熱蓄熱時の温熱田収にある。中

間季では、冷房負荷と暖蕗負荷が均衡し、暖房l

負荷は大部分熱回収により賄われている。その

ため、熱源COPは、 SHP単体での最高値8.5を越え
10.0以上に達している。
図-3は"B.複合型施設"のシステム別の昼夜
電力消費量である。蓄熱利用率の高い並列結合

のシステム盤、Wで夜間電力の使用割合が高くな

っている。

図-4は"B.複合型施設"のシステム別のエネ
ルギー効率、一日平均エネルギー効率である o

エネルギー効率はCS蓄熱時の機器効率であり、
SHPの放熱温度の高いシステムW(並列12/l90C)
が高くなった。しかし、一日平均エネルギー効

率は、影響を与える関子がSHP放熱温度、cs利用
率(蓄熱効率、cs撹持ポンプ動力)、熱田収運転
(負荷の平均、 COP低下)と多く判断が難しい。
ただ、この負荷パターンでは、蓄熱利用の少な

いシステム Iが最も効率が良くなっている。

関… 5は"システムW"における施設別の熱量

単儒とその内訳である。各施設とも、供給熱単

備の大部分は初期投資によるものであり、議力

料金の占める割合は10%前後である。また、負
荷の平準化効果の大きい"B.複合型施設"で25.
0伺/Mcalと最も単舗が安くなづたo
5.おわりに

SHp.CSの結合法を考慮し、最新の機器性能・コ
ストを取り入れた民生用 3万k官級地域冷暖房プ

ラント専用の評価シミュレータの開発を行った。

本シミュレータの使用目的は、予め設計された

システムの評価用であり、最連設計用ではなし、。

また、従来の概念設計用に比べ汎用性は少ない。

しかし、従来は不可能であったSHPとCS、または、
SHPと混水蓄熱槽の同時放熱といった熱源の混合
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運転が可能で‘あり、機器の実擦に近い結合を模

擬している。そのため、システムごとに対応す

ることにより、実システムに近い評備が可能と

なる。

本報告は、(財)エンYニアリング振興協会が
新エネルギー・産業技術総合開発機構から受託し

たシステム化研究(平成4年度〉の報告の一部

であり、筆者らが担当した部分についてその概

要をまとめたものである。発表するについて、

ご許可を頂いた関係各機関に深く感謝致します。
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図-5 施設別熱量単価

(重量)SHP評価項厨および計算法
①熟慮単価

単位熱量を製造するのにどれだけ経質がかかったか号告示す伎である。
熱量単価〈向!l!caI)年防経常費/年!濁総供給冷吸熱笈

②夜隠移行事

ここでいう夜間移行率とは、csによる移行惑である。
夜間移行謬

(CSの放熱最〉

夜間を除く[(従来熱源畿の放熱量〉十(SHPの放熱愛)+(CSの放熱量)]

(主主)夜間とは22時から翌8時までの時間帯のこと。
③エネルギー効本

エネルギー効率eはCS評価用の効率であり、次式より求める。

〈csの放熱量〉
e= 
〈望書熱時SHP軸勤カ務主主催+蓄熱時S担P初在1;書官Zカ最+蓄熱狩結合馬

1iIi機電カ量十cs渡絡に姿した主主放熱時術機電力量〉

@-f3平均エネルギー効事

-8平均エネルギー効怒τd・"土、媛房を除いた冷房システム舟の喜平価項
呂であり、次式より求める。

一 結合システムからの-8~たりの全出熱量

e d.，.ー 結合システムの迎転lこ姿ずる一日当たりの会後カ愛

(CS放熱量)+(CS蓄熱分を除くSHPt白熱最〉

(SHP敏iIiI.Jカ積算健一トSHP宇宙機用電力最)+CS運転に姿した

被機怒カ量ベト(普熱時総合用繍畿電力量〉

⑤夜間賃カ移行率
夜間君主力移行惑は、次の定義式を用いる。

夜間電力消費量
夜間君主カ移行率口

、会mカ消費最
⑥COP 

cOPの定義には、 1次エネルギ…換算〈換算値860kcal/kllh)と2次エネ
ルギー換算(換算値2450kcal/kllh)があり、システムの対象範聞の逃いに
より、熱源cop、システムcOPのふたつを用いることができる。 copの定義式
は次のようになる。熱1l:lカは、冷房・暖房・給湯出カの合計値である。

熱出カ(kca1)
熱源cop=

{熱源憶力最(kllh)x換算値}
熱出力(k凶1)

システムcop=
{会電カ消費笈(kWh)x換算僚}

-全電力消獲量lま、負荷側の2次ポンプ動カを除いた消費電カ盤。
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